
6 CAS番号：116-14-3 物質名： テトラフルオロエチレン 

化審法官報公示整理番号：2-112 
化管法政令番号：  

分子式：C2F4 
分子量：100.02 

    
１.物質に関する基本的事項 

本物質の水溶解度は 159 mg/L (25℃、1 atm)で、分配係数（1-ｵｸﾀﾉｰﾙ/水）（log Kow）は
1.2(KOWWINにより計算)、蒸気圧は 2.45×104 mmHg (=3.27×106 Pa) (25℃)である。本物質は、
加水分解性の基を持たない物質とされている。 
主な用途はふっ素系樹脂の原料である。ポリテトラフルオロエチレン（PTFE）は代表的なふ
っ素系樹脂のひとつであり、耐熱性、耐化学薬品性、潤滑性、非粘着性と水や油をはじく性質が

あり、化学工業用の装置部品、機械部品、電気部品などのコーティングのほか、フライパンのコ

ーティングなど、幅広い用途に使われている。平成 23年度における製造・輸入数量は届出事業
者が 2社以下のため公表されていなかった。 
-------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------
２.曝露評価 

本物質は、化学物質排出把握管理促進法（化菅法）の対象物質見直し前においては第一種指

定化学物質であった。化管法に基づく平成 21 年度の環境中への総排出量は約 220 t となり、す
べて届出排出量であった。届出排出量の全てが大気へ排出されるとしている。届出排出量の排出

源は、化学工業のみであった。多媒体モデルにより予測した環境中での媒体別分配割合は、環境

中又は大気への推定排出量が最大の地域を予測対象とした場合、大気が 100.0%であった。 

人に対する曝露としての吸入曝露の予測最大曝露濃度は、一般環境大気のデータから 2 µg/m3

程度となった。一方、化管法に基づく平成 21年度の大気への届出排出量をもとにプルーム・パ

フモデルを用いて推定した大気中濃度の年平均値は、最大で 21 µg/m3となった。経口曝露の予

測最大曝露量を設定できるデータは得られなかった。物理化学的性状から考えて生物濃縮性が

高くないと推測されることから、本物質の環境媒体から食物経由の曝露量は少ないと考えられ

る。 
水生生物に対する曝露を示す予測環境中濃度（PEC）は得られなかった。 

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 
３.健康リスクの初期評価 

本物質は眼や気道を刺激すると考えられているが、確たる毒性データがあるわけではない。

なお、本物質の重合体（四フッ化エチレン樹脂）の熱分解物の曝露ではポリマーヒューム熱と呼

ばれるインフルエンザ様症候群を起こし、発熱や悪寒、頭痛、眩暈、吐き気、脱力、四肢の硬直

様振戦を生じる。 
本物質の発がん性については十分な知見が得られなかったため、非発がん影響に関する知見

に基づいて初期評価を行った。 
経口曝露については、無毒性量等の設定ができなかった。吸入曝露については、ラットの中・

長期毒性試験から得られた LOAEL 156 ppm（尿細管の変性、肝細胞の変性など）を曝露状況で
補正して 28 ppm（115 mg/m3）とし、LOAELであるために 10で除した 12 mg/m3が信頼性のある

最も低濃度の知見と判断し、これを無毒性量等に設定した。 
経口曝露については、無毒性量等が設定できず、曝露量も把握されていないため、健康リス

構造式： 



クの判定はできなかった。なお、平成 21 年度の環境中への総排出量は約 220 t であったが、そ
のすべてが大気へ排出されており、蒸気圧も高いことから、本物質の経口曝露による健康リスク

の評価に向けて経口曝露量の知見収集等を行う必要性は低いと考えられる。 
吸入曝露については、一般環境大気中の濃度についてみると、平均曝露濃度は 0.084 µg/m3程

度、予測最大曝露濃度は 2 µg/m3程度であった。無毒性量等 12 mg/m3と予測最大曝露濃度から、

動物実験結果より設定された知見であるために 10で除し、さらに発がん性を考慮して 5で除し
て求めたMOE（Margin of Exposure）は 120となる。一方、化管法に基づく平成 21年度の大気へ
の届出排出量をもとに推定した高排出事業所近傍の大気中濃度（年平均値）の最大値は 21 µg/m3

であったが、参考としてこれから算出した MOE は 11 となる。このため、本物質の一般環境大
気の吸入曝露による健康リスクの評価に向けて吸入曝露の情報収集等を行う必要性があると考

えられる。 
 

有害性の知見 曝露評価 
リスクの判定 評価 曝露 

経路 
リスク評価の指標 動物 

影響評価指標 
（エンドポイント） 

曝露の媒体 
予測最大曝露量

及び濃度 

経口 
無毒性量

等 
－ mg/kg/day － － 

飲料水 － µg/kg/day MOE － × 
（○） 

地下水 － µg/kg/day MOE － × 

吸入 
無毒性量

等 
12 mg/m3 ラット 

尿細管の変性、肝細胞

の変性など 

一般環境大

気 
2 µg/m3 MOE 120 ○ （▲） 

室内空気 － µg/m3 MOE － × × 

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 
４.生態リスクの初期評価 

本物質については、環境中濃度及び生態リスク初期評価に必要な有害性情報が得られず、生態

リスクの判定はできなかった。 

化学物質排出把握管理促進法に基づいて公表された本物質の届出排出量は、排出量の届出があ

った全ての年度（平成 13～21年度）において、大気への排出量のみが届出られており、公共用

水域への届出排出量は、全ての年度において 0 kg/年であった。 

本物質の媒体別分配割合について、平成 21年度の環境中への排出量に基づき、多媒体モデル

を用いて予測すると、全てが大気に分配されるという結果になった。本物質の蒸気圧は高いこ

とから、大気から水質へ移行する可能性は低いと考えられる。 

したがって本物質については、水質からの曝露による水生生物の生態リスク初期評価に向け

て、情報収集を行う必要性は低いと考えられる。 

 
有害性評価（PNECの根拠） アセス

メント

係数 

予測無影響

濃度 
 PNEC 
(µg/L) 

曝露評価 
PEC/ 

PNEC比 

PEC/PNEC
比による

判定 

評価 
結果 生物種 急性・ 

慢性の別 
エンド 
ポイント 水域 予測環境中濃度 

PEC (µg/L) 

－ － － －  － 
淡水 － － 

× ○ 
海水 － － 

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 
５.結論 

 結論 判定 

健康リスク 
経口曝露 

リスクの判定はできなかったが、情報収集を行う必要

性は低いと考えられる。 （○） 

吸入曝露 情報収集等の必要があると考えられる。 （▲） 

生態リスク 現時点では作業の必要はないと考えられる。 ○ 



[リスクの判定]  ○：現時点では作業は必要ない、▲：情報収集に努める必要がある、■：詳細
な評価を行う候補、×：現時点ではリスクの判定はできない 

（○）：情報収集等を行う必要性は低いと考えられる、（▲）：情報収集等の必要

があると考えられる、（－）：評価の対象外、あるいは評価を実施しなかった場

合を示す 
 


